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地震調査研究推進本部の成果
と学術の役割

調査・研究を実装へとつなげるため
の現状と課題

防災関連調査研究の戦略的推進ワーキンググループ（第２回）
【日時】平成２７年９月１５日（火）１５：００～１７：００
【場所】中央合同庁舎第８号館４階４０７会議室

資料３－１

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・地震・津波の分野における学術と行政の関係の現状と課題�・学術コミュニティからさらに果たすべきことはあるか�・これからの展望、など
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内容
1. 「地震本部」以前の地震観測調査研究

2. 「兵庫県南部地震と阪神・淡路大震災」と地
震本部の創設

3. 地震活動の現状評価

4. 地震発生の可能性の評価（長期評価）

5. 揺れの評価（地震動予測地図）

6. 緊急地震速報

7. 要請研究と学術研究

8. 将来の課題（評価と検証）
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１．「地震本部」以前の地震調査観測

1962年「地震予知―現状とその推進計画」
「わが国は古来しばしば大地震に見舞われて，そのたびに多くの人命財産を
失ってきた。大地震は今後も同じように起こるであろう。しかし，その災害は我々
の手で防がなければならない。地震の予知の達成は国民の強い要望であり，わ

が国の地震学の絶えまない努力の目標である。」

1965年度～1998年度：第1次～第7次地震予知計画（第1
次のみ「地震予知研究計画」）、1978年東海地震の予知

成果と問題点
– 気象庁・大学の観測網の整備
– 地震発生の理解、地震に先行する現象の多様性の理解
 研究主体で社会に目を向けていなかった。

 成果が国民や防災を担当する機関に十分に伝達され活用さ
れる体制になっていなかった
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ブループリント

地震学界

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
わが国は古来しばしば大地震に見舞われて，そのたびに多くの人命財産を失ってきた。
大地震は今後も同じように起こるであろう。しかし，その災害は我々の手で防がなければ
ならない。地震の予知の達成は国民の強い要望であり，わが国の地震学の絶えまない努力
の目標である。そして，現在までの地震学の研究は地震予知の実用化の可能性を示してい
る。ただ，これを達成するためには，今後一層の学者及び関係者のたゆまぬ努力ととも
に，国家の本問題に対する深い理解と力強い経詩的援助とを必要とする。
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２．「兵庫県南部地震と阪神・淡路大
震災」と地震本部の創設

○地震調査研究推進本部（地震本部）の創設
• 地震活動に関する現状評価（臨時会、定例会）
• 長期評価、強震動予測の検討開始

– 「地震調査に関する総合・基本施策」(平成１１年)
1. 活断層調査、地震の発生可能性の長期評価、強震動予測等を

統合した地震動予測地図の作成
2. リアルタイムによる地震情報の伝達の推進

3. 大規模地震対策特別措置法に基づく地震防災対策強化地域
及びその周辺における観測等の充実

4. 測地学審議会（科学技術学術審議会）の地震予知のための観
測研究

– 基盤観測網の整備
• 高感度地震観測（Hi-net), GEONET 等
• 活断層調査

– 地震調査観測結果の広報

2015/9/14 4

地震による被害軽減を目
的とする地震防災対策は、
地震現象に関する正確な
認識、知見の増大によっ
て、より強化される
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地震本部の目的と役割

（基本的な目標）

• 地震防災対策の強化、特に地震による被害の軽減に
資する地震調査研究の推進

（役割）

1. 総合的かつ基本的な施策の立案 （政策委員会）

2. 関係行政機関の予算等の事務の調整（政策委員会）

3. 総合的な調査観測計画の策定（政策委員会）

4. 関係行政機関、大学等の調査結果等の収集、整理、
分析及び総合的な評価（地震調査委員会）

5. 上記の評価に基づく広報（政策委員会）
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http://www.jishin.go.jp/main/p_shokai02.htm%231
http://www.jishin.go.jp/main/p_shokai02.htm%232
http://www.jishin.go.jp/main/p_shokai02.htm%233
http://www.jishin.go.jp/main/p_shokai02.htm%234
http://www.jishin.go.jp/main/p_shokai02.htm%235


© 2015   Naoshi Hirata, Earthquake Research Institute, The University of Tokyo

地震調査研
究推進本部

の構成
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地震調査委員会
• 定例会（１回/月）

– 平成２３年（２０１１年）東北地方太平洋沖地震の評価 （平成２３
年４月１１日）

• 臨時会（例として、２０１１年に開催された委員会）

– 平成２３年（２０１１年）東北地方太平洋沖地震の評価 （平成２３
年３月１１日２１時）

– ２０１１年３月１２日長野県・新潟県県境付近の地震の評価 （平成２３年３月１
３日）

– 平成２３年（２０１１年）東北地方太平洋沖地震の評価 （平成２３
年３月１３日）

– ２０１１年３月１５日静岡県東部の地震の評価 （平成２３年３月１６日）

– ２０１１年４月７日宮城県沖の地震の評価 （平成２３年４月８日）

– ２０１１年４月１１日福島県浜通りの地震の評価 （平成２３年４月１２日）

2015/9/14 7
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平成２３年（２０１１年）東北地方太平
洋沖地震＊の評価

○ ３月１１日１４時４６分頃に三陸沖の深さ約２５ｋｍでマグニチュード（Ｍ）８．８（暫定）の地震が発
生した。この地震により宮城県で最大震度７を観測した。また、相馬で７．３ｍ以上、大洗で４．２
ｍ以上、釜石で４．１ｍ以上などの高い津波を北海道地方、東北地方、関東地方の太平洋沿岸で
観測した。

○ 発震機構は西北西－東南東方向に圧力軸を持つ逆断層型で、太平洋プレートと陸のプレートの
境界で発生した地震である。

○ ３月１１日１８時までの最大の余震は１１日１５時０８分に発生したＭ７．５（暫定）の地震で、岩手
県から茨城県にかけての太平洋沖でＭ７．０以上の地震が３回発生している。

○ ＧＰＳ観測の結果によると、本震の発生に伴って、河北観測点（宮城県）が約４ｍ東南東に
移動するなどの地殻変動が観測されている。

○ 今回の本震の規模はＭ８．８とこれまでに日本国内で観測された最大の地震である。
今後も規模の大きな余震が発生する恐れがある。

○ 今回の地震の震源域は、岩手県沖から茨城県沖までの広範囲にわたっていると考えられる。地
震調査委員会では、宮城県沖・その東の三陸沖南部海溝寄りから南の茨城県沖まで個別の領域
については地震動や津波について評価していたが、これらすべての領域が連動して発生する地震
については想定外であった。

＊：今回の地震に対し、気象庁は「平成２３年（２０１１年）東北地方太平洋沖地震」と命名した。
余震の発生状況
震度分布図
津波観測状況
「平成２３年（２０１１年）東北地方太平洋沖地震」 ２０１１年３月１１日１４時４６分頃の地震の発震機構解 ＣＭＴ解（速報）
変動ベクトル図（水平）
変動ベクトル図（水平）
変動ベクトル図（上下）
変動ベクトル図（上下）
三陸沖北部から房総沖の評価対象領域
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平成２３年３月１１日２１時

http://www.jishin.go.jp/main/chousa/11mar_sanriku-oki/p01.htm
http://www.jishin.go.jp/main/chousa/11mar_sanriku-oki/p02.htm
http://www.jishin.go.jp/main/chousa/11mar_sanriku-oki/p03.htm
http://www.jishin.go.jp/main/chousa/11mar_sanriku-oki/p04.htm
http://www.jishin.go.jp/main/chousa/11mar_sanriku-oki/p05.htm
http://www.jishin.go.jp/main/chousa/11mar_sanriku-oki/p06.htm
http://www.jishin.go.jp/main/chousa/11mar_sanriku-oki/p07.htm
http://www.jishin.go.jp/main/chousa/11mar_sanriku-oki/p08.htm
http://www.jishin.go.jp/main/chousa/11mar_sanriku-oki/p09.htm
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余震分布 震度分布

津波観測状況

変動ベクトル図

三陸沖奥部から房総沖の評価対象

比較期間：０３／１１ １６：３０

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
基準期間：２０１１／０３／０１　２１：００　－　２０１１／０３／０８　２１：００�比較期間：２０１１／０３／１１　１６：３０　－　２０１１／０３／１１　１６：３０ 
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基盤的観測
高感度地震計Hi-net （全国に約782台*1） GNSS: GEONET（全国に1342台*１）

防災科学技術研究所 国土地理院
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※1 地震調査推進本部調べ（2014年3月末時点）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
図７．１　 世界に類を見ない基盤的観測網の整備
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３．地震活動の現状評価
年間地震数（気象庁）

1987
2015/9/14

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
1930 年　和達清夫｢深発地震について｣を発表
1973年　二重深発面の発見（津村，1973，海野・長谷川1975）
2009 135,804 2010 127,994 2011 304,311 2012 177,787 2013 139,660 
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日本列島の変形
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2011年東北沖地震の前
1年間の動き

2011年東北沖地震の時
3分間の動き

国土地理院

1998年10月から1999年11月
東北地方は1年間に１~2cm縮んでいた

牡鹿半島は地震の時に5m東に移動した
東北地方は３から４メートル伸びた

（２百万倍誇張） （0.5から２万倍誇張）
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４．地震発生の可能性の評価
（長期評価）

2015/9/14 13

内陸 海域

地震調査研究推進本部
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４．地震発生の可能性の評価
（長期評価）

2015/9/14 14

内陸 海域

M8~9クラス
70％程度 M7程度、

70％程度

M7.6程度、
13-30％程度

地震調査研究推進本部
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平成26年４月
地震調査研究推進本部相模トラフ沿いの地震活動
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５．揺れの評価（地震動予測地図）

30年以内に震度6弱以上の揺れにみまわれる確率

交通事故で負傷
２４％

火災で罹災
1.9％

平成26年１２月19日
地震調査研究推進本部
地震調査委員会

2015/9/14 16

•平成１５年
３月に北日
本版

•平成１７年
から毎年
改訂

全国地震動予測地図２０１4年版

確率分布の全体的な傾
向はこれまでと同じ

・北海道道東地方、三陸沖～
房総沖、 南海トラフ、相模
トラフ沿いで高確率

・糸魚川－静岡構造線断層
帯周辺で 高確率

・揺れやすい地盤の厚い平
野部で高 確率

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
http://www.jishin.go.jp/main/chousa/14_yosokuchizu/f2.pdf
平成１５年３月は地域限定-北日本版ですが、�　　平成１４年５月に山梨県辺りを対象に試作版が発表されています。�
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６．揺れの即時予測

2015/9/14

気象庁

• 地震の発生を早期に検知して、大きな揺れを予測する技術
• 平成16年（2004年）から試験提供開始
• 平成19年（2007年）一般提供開始

緊急地震速報

猶予時間は数秒から数10秒

17

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
緊急地震速報の「予報」「警報」「特別警報」とはなんですか？
　緊急地震速報には、大きく分けて「警報」と「予報」の２種類があります。また、「警報」の中でも予想震度が大きいものを「特別警報」に位置付けています。
「緊急地震速報（予報）」は、最大震度が３以上と予想されるなど一定の基準を超える地震が発生した場合に、各地域や地点で予想される震度や、大きな揺れ（主要動）の到達予想時刻などを発表するものです。一般に「緊急地震速報（予報）」は、１つの地震に対して数回（5～10回程度）発表されます。
「緊急地震速報（警報）」は、特に強い地震が発生した場合（最大震度が５弱以上と予想される場合）に、強い揺れが予想される地域を発表するものです。各地域で予想される震度や、大きな揺れ（主要動）の到達予想時刻は発表せず、対象地域に対して端的に警戒を呼びかけます。一般にテレビや携帯電話などで見聞きする緊急地震速報はこの「警報」にあたります。
「緊急地震速報（警報）」のうち、震度６弱以上の大きさの地震動が予想される場合を「特別警報」に位置付けています。

緊急地震速報を見聞きしたら、いつまで身を守ればいいの？
　震源から遠い場所では、緊急地震速報を見聞きしてから強い揺れが届くまでに時間がかかりますので、揺れがこなくても見聞きしてから１分程度は、身を守るなど警戒しましょう。�　また、地震による強い揺れは、東北地方太平洋沖地震のように数分続く事例もありますが、一般的には長くても１分程度ですので、その間は身を守る行動をとり続け、揺れが収まってから落ち着いて行動しましょう。
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揺れ・津波の即時予測
• 緊急地震速報（予報、警報）

– 学術研究：（例）伯野元彦（「10 秒前大地震警報システム」、1972 ）、
Allen & Kanamori (Science, 2003)

– 新幹線の地震対策（ユレダス）実用化（国鉄鉄道技術研究所、1989 ）、
ユレダスが東海道新幹線で全面稼働（1992 ）

– 防災科学技術研究所の研究（着未着法、Horiuchi et al., 2005）
– 鉄道総合技術研究所による研究（B-Δ法:気象庁と共同開発）Odaka et 

al.（2003），束田・他（2004）
– 気象庁による実用化(2007年）

• 津波予測
– 学術研究：自動処理研究（第4次地震予知計画:1979-）AR-AIC 法：横
田・他（1981）

– 気象庁による地震津波監視網の整備（地震活動等総合監視システム
ＥＰＯＳ1,2,3,4）（1987年－現在）

– 内閣府SIPによる遡上予測 (戦略的研究；2014－現在）
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
The potential for earthquake early warning in southern California
Allen & Kanamori (Science, 2003)
。日本では 1972 年に東京大学地震 研究所の伯野元彦らが「10 秒前大地震警報システム」を提案している。これは海底地震計 で揺れをキャッチし，都市に地震波が到達して揺れ出す前に地震情報を提供するというアイデアである。しかし，このアイデアの実用化は予想外に難しく，国鉄鉄道技術研究所（現財 団法人鉄道総合技術研究所）が新幹線の地震対策として開発を続け，1989 年に実用化（ユ レダスという名称）にこぎつけたのが最初と考えられる。その後，1992 年にはユレダスが 東海道新幹線で全面稼働している。海外では，メキシコ地震後の 1991 年にメキシコの太平 洋岸に設置された地震計によりメキシコ市に警報を出すシステムが稼働を開始している。ま た，1995 年にはカリフォルニア州において震源と規模をリアルタイムで推定する CUBE シ ステムが開発され，地震学を防災に活かすリアルタイム地震防災学の有効性が次第に再認識 されるようになった。 

日本においては，1995 年の阪神・淡路大震災を契機に高感度地震観測網（Hi-net）の整備 がなされ，この観測網と急激に発展してきた ICT（情報通信技術）を結びつけた，新たな地 震情報の提供が検討され始めた。そして，2003 年に 文部科学省，気象庁，防災科学技術研 究所が共同で「高度即時的地震情報伝達網実用化プロジェクト」が開始された。このプロジ ェクトは別々に開発されてきた「リアルタイム地震情報（防災科学技術研究所）」と「ナウ キャスト地震情報（気象庁）」を実用化に向けて統合し，地震情報を高速・高度化するとと もに，迅速で正確な伝達手法の開発を目指すものであり，2004 年 2 月には，両者を統合し， 「緊急地震速報」として試験運用を開始した。その後，試験運用の対象範囲を拡大し，2005 年 6 月に日本のほぼ全域が対象地域になった。さらに 2006 年 8 月には希望する企業などに 対して，先行的な提供を開始し，2007 年 10 月 1 日 からは「一般向け」に緊急地震速報の提 供が開始された。それを受けてテレビ局，ラジオ局，鉄道会社，百貨店，ゼネコン，小学校 などでもこの速報の受信システムが導入され，視聴者や従業員，施設利用者などに伝達して いる。また，2007 年 12 月には気象庁が気象業務法を改正し，緊急地震速報が予報および警 報として位置づけられた。地震動警報は推定最大震度が 5 弱以上で発表され，強い揺れが予 想される地域に対し，地震動により重大な災害が起こる恐れのある旨を警告する。また，地 震動予報は，推定最大震度 3 以上または推定マグニチュード 3.5 以上で発表される。「一般 向け」緊急地震速報は地震動警報に該当し，また，「高度利用者向け」でも「一般向け」の 基準を満たすものが生じると，その一連の続報を含めて警報扱いである。気象庁以外は，原 則として地震動警報を発表できず，地震動予報の業務を行うには気象庁長官の許可が必要で ある。
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出典：「東日本大震災を踏まえた今後の科学技術・学術政策の在り方について（建議）」（平成25年１月17日
科学技術・学術審議会）、「科学技術研究調査報告」（総務省）、“Frascati Manual” （OECD）を踏まえた上
で平成27年１月に文部科学省作成（総合科学技術・イノベーション会議、第２回基本計画専門調査会、資料5、
Ｈ27.1.22）

7. 要請研究と学術研究
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出典：「東日本大震災を踏まえた今後の科学技術・学術政策の在り方について（建議）」（平成25年１月17
日科学技術・学術審議会）、「科学技術研究調査報告」（総務省）、“Frascati Manual” （OECD）を踏まえ
た上で平成27年１月に文部科学省作成（総合科学技術・イノベーション会議、第２回基本計画専門調査会、資
料5、Ｈ27.1.22）

予知研究

2015/9/14
20
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出典：「東日本大震災を踏まえた今後の科学技術・学術政策の在り方について（建議）」（平成25年１月17日
科学技術・学術審議会）、「科学技術研究調査報告」（総務省）、“Frascati Manual” （OECD）を踏まえた上
で平成27年１月に文部科学省作成（総合科学技術・イノベーション会議、第２回基本計画専門調査会、資料5、
Ｈ27.1.22）

建議に基づく研究

2015/9/14 21

SIP

地震本部の
調査研究
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8．将来の課題（評価と検証）１
科学技術としての課題

– 地震の現状評価の手法の検証
• 地震間の相関の評価 （現状は、無相関の仮定）

• 地震活動と地殻変動の相関の評価（現状は一部だけ）

• 地殻活動標準モデルによる現状評価（現状は未整備）

– 地震発生の長期予測の手法と検証
• 海溝型巨大地震（南海トラフの巨大地震）

• 内陸で起きる地震
– 活断層の評価、地表で見えない地震

– 海洋プレート内のやや深い地震（スラブ内地震）

– 地震動の予測手法と検証
• 地震動予測の検証方法の確立（現状は、未整備）

• 震源断層を特定できない地震による地震動の評価

2015/9/14 22

予測の検証手法
の確立

火山活動との関連

揺れ方の予測

学術の貢献が不可欠
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8．将来の課題（評価と検証）２

社会への貢献に対する評価
– 「防災・減災への貢献」成果への評価

1. 地震動予測・津波予測（地震・津波ハザード予測）へ
の社会の評価 （現状評価、即時評価、長期評価）

2. 震災に対する「社会のリジリエンス向上」への貢献度
からの評価

– 地震科学への貢献と「基礎研究の活用」
→ 基礎研究への貢献（データの提供）

← 基礎研究の成果を地震本部の調査に活用

– ステークホルダー（地域住民、行政・企業防災担
当者、災害・防災研究者）との対話

2015/9/14 23

国際的な連携
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まとめ

• 阪神・淡路大震災の後に成立した「地震本部」

• 世界最先端の「地震調査研究」

• 揺れ・津波の予測の高度化

• 20年を経て新しい段階に入った「地震本部」

– 科学としての予測と検証

– 災害軽減への貢献を検証する

– 最先端の科学から一人ひとりの防災・減災

– 最先端の科学から国・世界の防災・減災施策

2015/9/14 24

学術の貢献が不可欠

政策目標は？
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